
（別紙様式４）

〒

（住所）

（電話）

昼夜

1,712 時間 1,232 時間 144 時間 664 時間 0 時間 0 時間

年

40 人 18 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

令和7年8月1日

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

〒360-0046

埼玉県熊谷市鎌倉町124番地

（電話） 048-526-0919

学校法人郷学舎 昭和63年3月31日 新井　公一

アルスコンピュータ専門

学校
昭和63年3月31日 山田　典男

商業実務 商業実務専門課程
情報ビジネス科

(保健・医療ビジネスコース）

平成13年文部科学省

告示第25号
平成26年3月31日

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

実技

2 昼間
※単位時間、単位いずれ

かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

学科の目的

・医療に関する高度な専門知識を持つ。

・医療事務部門・看護部門・診療情報管理部門で幅広く活躍できる医療事務スタッフの育成。

・医療機関のICT化に対応できる人材の育成。

診療報酬請求事務能力認定試験(医科)、医療事務技能審査試験(医科)（歯科）、医療秘書検定、調剤事務管理士技能認定試験、医療情報基礎知識検定試験、

ﾎｽﾋﾟﾀﾙｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ検定、医事ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ技能認定試験、電子ｶﾙﾃ実技試験、医師事務作業補助技能認定試験、Word検定、Excel検定、ﾋﾞｼﾞﾈｽ文書、ｻｰﾋﾞｽ接遇検定

など

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験

学科の特徴（主な

教育内容、取得可

能な資格　等）

中退率

0

就職等の状況

■卒業者数 (C) 15
■就職希望者数 (D) 15
■就職者数 (E) 15
■地元就職者数 (F) 15

■進学者数 0
■その他

年度卒業者に関する令和7年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

100

100

令和6年度卒業生

病院、診療所、調剤薬局など

第三者による

学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

当該学科の

ホームページ

URL

https://www.arsnet.ac.jp

360-0046

埼玉県熊谷市鎌倉町124番地

048-526-0919

https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/


（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

うち必修授業時数 1,728

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 2,040

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 192

うち企業等と連携した演習の授業時数 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 32

総授業時数

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等にお
いてその担当する教育等に従事した者であって、当
該専門課程の修業年限と当該業務に従事した期間と
を通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号）

 計 2

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高
度の実務の能力を有する者を想定）の数

0

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 1

1

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）



種別

③

①

③

③

③

③

②

①

③

③

アルスコンピュータ専門学校　教務部主任

アルスコンピュータ専門学校　教務部主任

（年間の開催数及び開催時期）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その

他の教育課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

①産業界では、その活力の源泉である実践的な職業能力を持つ人材を強く求めており、実務で活かせる技術・資格はもちろん、社会人とし

て兼ね備えておくべきマナーやビジネス能力等においても同時に育成する。

②企業や各種団体等が主催する様々な研修会や勉強会への積極的な参加、また、企業等と連携し組織した教育課程改善委員会での意見交換

や、業界関係者からのヒアリングの実施等を通じて、各分野で求める人材像についての意見を集約する。

③本校の教育方針や社会的背景などに鑑み、学内のカリキュラム編成委員会にて、授業科目の開設、改善および授業内容を編成し、実践的

な職業能力を持つ人材を育成する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

本校の教育課程改善に関する規定に基づき、教育課程改善委員会を開催し、業界が求める人材像等について委員の意見を伺

う。その意見を参考に内部教職員で組織するカリキュラム編成委員会にて教育課程の編成を行う。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

大野　真 CompTIA日本支局 令和5年10月1日～令和7年9月30日

岡部　一夫 株式会社 クレスコ・ジェイキューブ 令和5年10月1日～令和7年9月30日

令和7年8月1日現在

名　前 所　　　属 任期

池田　正紀 パシフィックシステム株式会社 令和6年 7月1日～令和7年9月30日

富岡　伸夫 社団法人熊谷薬剤師会 令和5年10月1日～令和7年9月30日

新木　教夫 株式会社東都観光企業総轄本社　マロウドイン熊谷 令和5年10月1日～令和7年9月30日

花井　直人

株式会社 うぇぶ屋 令和5年10月1日～令和7年9月30日

西木　成男 ビジネス教育実践学会 令和5年10月1日～令和7年9月30日

花丸株式会社 令和5年10月1日～令和7年9月30日

山岸　光信 山岸光信建築設計事務所 令和5年10月1日～令和7年9月30日

アルスコンピュータ専門学校　副校長

山田　典男

正田　淳一

アルスコンピュータ専門学校　教務部教務課長

吉橋　大樹

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。

　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）

　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、

　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）

　　　②学会や学術機関等の有識者

　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

田島　達也 社会医療法人 熊谷総合病院 令和6年 4月1日～令和7年9月30日

アルスコンピュータ専門学校　校長

年2回実施。（毎年10月・2月を予定）

（開催日時（実績））

第1回　令和6年10月9日　15：00～17：00

第2回　令和7年  2月6日　15：00～17：00

アルスコンピュータ専門学校　教務部特務　

戸川　千詠子

篭原　智恵

アルスコンピュータ専門学校　教務部特務　

宮迫　功次

長瀬　あゆみ

小関　士朗



医療現場において働くことの意味や医療事務スタッフの業務内容、学んできた専門知識がどのように活かせるのか、また、さ

らに学ばなければならないことは何かを企業と連携した実習や講演会等を通じて体系的に学習させることを基本方針とする。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

・「企業実習」において、業務を直接体験することによって、学生が自己を正しく認識し、仕事に取り組む態度を磨く。実習期間中には担

当教員が企業等を訪問し、実習担当者から学生の学習状況を確認する。実習終了時には、実習担当者による学習評価も踏まえ、担当教員が

成績評価・単位認定を行う。

・「病院実習」において、医療現場で実習担当者の指導の下、医療事務スタッフの業務を体験する。学生は事前に実習先を訪問し、準備を

行う。実習期間中には担当教員が医療機関を訪問し、実習担当者から学生の勤務状況・勤務評価を確認する。実習終了時には、実習担当者

による勤務評価も踏まえ、担当教員が成績評価・単位認定を行う。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

国のＤＸ推進により、医療現場でもコンピュータやシステム対応ができる人材が必須となっている。病院では、医師の負担軽減には医師事

務の増員が必要で、特に臨床知識やＩＴスキル、文書作成能力、カルテを読む力などを備えた人材が求められる。Ｅｘｃｅｌ、Ｗｏｒｄ、

ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔは必須である。薬局でも薬剤師しかできないもの以外は、事務員が担うようになっていくので、情報系に強い人を求

めている。当コースが医療事務・医師事務・医療情報に力を入れていることを評価していただき、細かなアドバイスをもとにカリキュラム

を充実させていく。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

企業実習

老人介護施設や医療機関において業務を直接体験することによっ

て、自己を正しく認識し、仕事に取り組む態度を磨く。報告・連

絡・相談や言葉遣い、コミュニケーションの取り方等を実践的に

学ぶ。

シティ・オブ・ホープ、永寿苑、

エスポワール秩父、長瀞医新クリ

ニック、わかばの丘、てねる、武

蔵嵐山病院、子育てネットくまが

や

病院実習Ⅰ

医療現場において業務を直接体験することによって、医療事務ス

タッフの業務内容を理解し、学んできたことがどのように活かせ

るのか、今後さらに学ぶべきことは何かを正しく認識する。医療

スタッフとしての意識向上を図る。

上尾中央総合病院、武蔵嵐山病

院、さめじまボンディングクリ

ニック、長瀞医新クリニック

本庄総合病院、赤見台整形外科・

内科クリニック、羽生総合病院、

若葉病院、西熊谷病院、埼玉慈恵

病院、関東脳神経外科病院、くぼ

じまクリニック、株式会社　飛鳥

薬局

病院実習Ⅱ

医療現場において業務を直接体験することによって、医療事務ス

タッフの業務内容を理解し、学んできたことがどのように活かせ

るのか、今後さらに学ぶべきことは何かを正しく認識する。医療

スタッフとしての意識向上を図る。実習期間により履修を追加す

る。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

 令和6年8月21日〜9月13日(動画配信) 対象： 専門学校教員

診療報酬改定と医療機関の動向、医療秘書教育に必要な医療マネジメントなど

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

本校規定「教員研修・研究に関する要綱」で以下のように定めている。
質の高い授業、実績の向上、円滑なクラス運営を行うための教育力の向上や、将来予想される職務の遂行に必要な知識技術の習得を
図るとともに外部情報の収集、外部関係者との関係を築き、啓発を図ることが重要である。
そこで、本校の教育体制を強化する事を目的とし、教育基本法に定められている養成と研修の充実を組織的に実施する。
なお、この教育方針の目的を達成するため、年度ごとに研修・研究計画を策定し研修を実施する。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

医療秘書教育全国協議会教員研修会 連携企業等：
一般社団法人医療秘書教
育全国協議会

2024年度診療報酬改定セミナー 連携企業等：
一般財団法人日本医療教
育財団

令和 6年5月19日～5月31日【動画配信】 対象： 教育機関講師

診療報酬点数表・改正点の解説

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

教職員研修　学生の退学防止 / 教職員のヘルスケア 連携企業等： 大学教授

令和6年8月20日（火） 対象： 専門学校教職員

廣川 進様（法政大学キャリアデザイン学部 教授）による退学防止の方法をケーススタディ形式で学び、また、教職員のメンタルヘルスケアの
方法についてワーク形式で学びます。

医療DX時代の医療秘書教育、高齢社会と医療秘書教育など

医療秘書教育全国協議会教員研修会 連携企業等：
一般社団法人医療秘書教
育全国協議会

 令和7年8月25日〜9月19日(動画配信) 対象： 専門学校教員

②指導力の修得・向上のための研修等

基調講演：中途退学問題の処方箋～支援・対応策をメンタルヘルスの視点から考える～

令和７年７月１５日（火） 対象： 専門学校教職員

実践行動学WEBセミナー_学生の中途退学をどう防ぐ？メンタルヘルス
の視点から中途退学問題を解決します 連携企業等： 法政大学教授：廣川進



種別

業界関係者

業界関係者

業界関係者

業界関係者

教育関係者

地域代表

保護者

卒業生

（１）教育理念・目標 教育理念・目的・育成人材像

（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織、人事・給与制度、意思決定システム等

（３）教育活動 目標の設定、教育方法・評価等、成績評価・単位認定等、

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。

また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
本校で実施した自己点検・評価結果に対して、企業関係者、教育関係者、地域代表者、保護者代表、卒業生代表で構成され
る学校関係者評価委員会で内容を協議する。本校の学校運営についてそれぞれの立場から発言いただき、前向きな姿勢の
もと、本校の教育活動がより良くなるための協議を行う。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金

（８）財務 財務基盤、予算・収支計画、監査、財務情報の公開

（９）法令等の遵守 関係法令、設置基準等の遵守、個人情報保護、学校評価、教育情報の公

（４）学修成果 就職率、資格・免許の取得率、卒業生の社会的評価

（５）学生支援 就職等進路、中途退学への対応、学生相談、学生生活、保護者との連携

（６）教育環境 施設・設備等、学外学習、インターンシップ等、防災・安全管理

地域社会においてもSociety5.0時代に向けた人材育成が必要となる事を確認し、地元企業の特性等も含めた教育内容の検
討を進める事とした。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和7年8月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献、ボランティア活動

（１１）国際交流
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

佐々木 喜興	 株式会社シーキューブソフト　代表取締役 R7.8.1～R9.3.31

栗原　良太	 熊谷商工会議所　副会頭 R7.8.1～R9.3.31

大島　匡
医療法人社団　おおしま会
くぼじまクリニック　事務長

R7.8.1～R9.3.31

中村　雅俊 公益社団法人 さいしんコラボ産学官　専務理事 R7.8.1～R9.3.31

野口　和江 在校生保護者代表 R7.8.1～R9.3.31

朱 力敏 ソホビービー株式会社　代表取締役 R7.8.1～R9.3.31

新井　秀明 ビジネス教育実践学会　副会長 R7.8.1～R9.3.31

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
学校ホームページ

URL： https://www.arsnet.ac.jp

公表時期： 令和7年9月8日

栗原　謙一 卒業生代表 R7.8.1～R9.3.31

https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/


（１）学校の概要、目標及び計画 学校基本情報、学校沿革、目標及び計画（建学の精神、教育理念、教育方針）

（２）各学科等の教育 入学者に関する受け入れ方針、各コースの定員及び修業年数、学習指導方針、授業時間数等

（３）教職員 教職員数・組織体制、教職員の実務経験、教職員研修の基本方針、教職員研修の実績

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の

状況に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
高等教育機関としての社会的説明責任を果たし、公正かつ透明性の高い運営を実現し、自立的な運営と教育の質とレベルの向上に資
することを目的とする。企業等関係者に対しては、本校教育内容を認知していただく事で、更なる対話が促され、教育内容・方法の改善
につながる事を期待する。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

学校ホームページ

URL： https://www.arsnet.ac.jp

公表時期： 令和7年6月30日

（１０）国際連携の状況 留学生の受け入れ状況

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（７）学生納付金・修学支援 学生納付金の取扱い、活用できる経済的支援措置の内容等

（８）学校の財務 事業報告書、資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表、財産目録、監査報告書

（９）学校評価 自己点検評価・学校関係者評価の結果、評定結果を踏まえた改善方策

（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育への取組状況、企業等と連携した実習・演習の実施実績、就職支援等

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事への取組状況、課外活動

（６）学生の生活支援 学生支援への取組状況

https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
https://www.arsnet.ac.jp/
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1 ○ 医療概論
医療の歴史、医療施設や医療従事者、病院
組織、関連法規について学ぶ

１
通

56 ○ ○ ○

2 ○
医療関連法規
Ⅰ

医療保険、高齢者医療、公費負担について
学ぶ。医療秘書（３・２級）の検定対策

１
通

80 ○ ○ ○

3 ○
医学･薬学一
般

臨床検査、薬の種類や薬効について学ぶ
１
通

32 ○ ○ 〇

4 ○ 臨床医学
人体の仕組み、疾病の原因・診断・治療に
ついて学ぶ。
医療秘書（３・２級）の検定対策

１
通

96 ○ ○ 〇

5 ○
医療事務(医
科)Ⅰ

診療報酬の算定・薬価・医事業務について
学ぶ。

１
前

144 ○ △ ○ ○

6 ○
医療事務(医
科)Ⅱ

各種医療系の検定試験対策
１
後

64 ○ △ ○ ○

7 ○ 医療文書作成
医療文書作成について学ぶ。医師事務作業
補助検定の検定対策

１
後

64 ○ △ ○ ○ ○

8 ○ マナー・接遇
社会人に必要なビジネス知識、接遇対応、
言葉遣い等

１
通

96 ○ △ ○ ○

9 ○ 診療介助

健診補助、障碍者補助、高齢者対応、車椅
子の移乗・押し方、ﾍﾞｯﾄﾞﾒｲｸ等について学
ぶ。車椅子、高齢者疑似体験ｷｯﾄﾞ､ﾍﾞｯﾄﾞｾｯ
ﾄなどを利用して体験する。

１
後

16 △ ○ ○ 〇

10 ○
医事コン
ピュータ実習
Ⅰ

医事コンピュータの仕組みを理解し、基本
操作を習得

１
後

32 △ ○ ○ ○

11 ○
医療情報リテ
ラシーⅠ

医療機関のＩＣＴ化に対応するｺﾝﾋﾟｭｰﾀ基
礎知識を習得

１
後

64 ○ ○ ○

12 ○
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ実
習Ⅰ

Word・Excelの基本操作について学ぶ。
文書処理・Excelの検定対策

１
前

64 △ ○ ○ 〇

授業科目等の概要

（商業専門課程情報ビジネス科　保健・医療ビジネスコース）令和6年度

分類

授業科目名 授業科目概要
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次
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時
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数
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13 ○ ﾋﾞｼﾞﾈｽ文書
ﾋﾞｼﾞﾈｽ文書作成等について学ぶ。
ﾋﾞｼﾞﾈｽ文書３級・２級の検定対策

１
前

56 ○ △ ○ ○

14 ○
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ手
話

患者対応のための手話を学ぶ
１
後

32 △ ○ ○ ○

15 ○ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ
履歴書の書き方･企業ｾﾐﾅｰの参加と報告･電
話応対･企業訪問･入社試験･礼状等の知識
を習得させる

１
通

96 ○ △ ○ ○

16 ○ 患者論 患者の環境､ｹｱ､応対等を学ぶ
２
前

16 ○ ○ ○

17 ○
医療関連法規
Ⅱ

医療秘書準1級(法規分野)の検定対策
２
前

32 △ ○ ○ ○

18 ○ 臨床・薬理 医療秘書準1級(臨床分野)の検定対策
２
前

24 △ ○ ○ 〇

19 ○
医療事務（歯
科）

歯科助手の基礎、歯科報酬請求（基礎）を
学ぶ

２
通

64 ○ △ ○ 〇

20 ○
診療報酬請求
（応用）

診療報酬の算定(応用)について学ぶ。各種
医療系の検定対策

２
前

48 △ ○ ○ ○

21 ○ 医療文書作成
医療文書作成について学ぶ。医師事務作業
補助検定の検定対策

２
前

72 ○ △ ○ ○

22 ○ カルテ読解 医療文書作成のためにｶﾙﾃ内容を理解する
２
前

16 ○ ○ 〇

23 ○ 特別講義Ⅱ
労災制度、労災における診療報酬の算定な
どについて学ぶ

２
後

40 △ ○ ○ ○

24 ○ 患者接遇Ⅱ
ﾛｰﾙﾌﾟﾚｲﾝｸﾞを通して、病院内での接遇・ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについて学ぶﾞ

２
前

40 △ ○ ○ ○

25 ○
実習事前事後
指導

病院実習に向けた事前・事後指導
２
前

24 ○ ○ ○

26 ○
医事コン
ピュータ実習
Ⅰ

医事コンピュータの仕組みを理解し、基本
操作を習得
医事ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ技能認定試験の検定対策

２
前

64 △ ○ ○ ○

27 ○
医事コン
ピュータ実習
Ⅱ

Excel、Ｗｏｒｄ、PowerPointを使用した
医療文書の作成
レセプトコンピュータを使用した算定の応
用

２
後

40 △ ○ ○ ○



28 ○ ＤＰＣ基礎 ＤＰＣによる診療報酬算定
２
前

24 ○ △ ○ ○

29 ○
電子カルテ実
習

電子ｶﾙﾃの操作について学ぶ。
電子ｶﾙﾃ技能認定試験の検定対策

２
通

40 △ ○ ○ ○

30 ○
情報リテラシ
Ⅰ

IT化に対応するコンピュータの基礎知識と
ネットワーク

２
前

56 ○ △ ○ ○

31 ○
情報リテラシ
Ⅱ

インターネットの活用、メール設定、著作
権等

２
後

24 ○ △ ○ ○

32 ○
コミュニケー
ション英会話

基礎英会話･患者対応のための英会話を学
ぶ

２
後

24 △ ○ ○ ○

33 ○
キャリアデザ
インⅡ

積極的な就職試験を受けるような行動を起
こさせる

２
通

88 ○ △ ○ ○

34 ○ 病院実習Ⅰ
医療関連知識､患者応対､ﾁｰﾑ医療の重要性
等を現場で体験し､医療ｽﾀｯﾌとしての意識
向上を図る

２
通

120 ○ ○ ○ ○

35 〇 病院実習Ⅱ
医療関連知識､患者応対､ﾁｰﾑ医療の重要性
等を現場で体験し､医療ｽﾀｯﾌとしての意識
向上を図る

２
通

40 ○ ○ ○ ○

36 〇 卒業研究 卒業研究・制作を行う
２
通

120 ○ ○ ○

37 ○ 企業実習 企業での就業体験(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)を行う
２
前

32 ○ ○ ○ ○

37

期

週

合計 科目 2,040 単位（単位時間）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

卒業要件：

２年間以上在学し、所定の授業科目を履修し、その単位を107単位時間（1712時間）
以上取得していること。ただし、編入学生として入学を認められた学生は、81単位時
間（1296時間）以上を取得していること。また、所定の卒業基準検定を2つ以上取得
していること。

１学年の学期区分 2

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

履修方法：
各学年においては、必修・選択を合わせて年間800時間以上履修するも
のとする。

１学期の授業期間 16

（留意事項）

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。


